
（平成２６年５月１４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 21 件

国民年金関係 件

厚生年金関係 18 件

3

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 12 件



                      

関東（山梨）国民年金 事案 5420 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 37 年４月から 38 年３月まで 

 私は国民年金に未納は無いと思っていたが、昭和 54 年頃、Ａ町役場

（現在は、Ｂ市役所Ｃ支所）から未納の期間があるとの連絡をもらい、

びっくりした。相談した夫からも勧められ、私は同役場から納付書をも

らい、国民年金保険料を一括して５万円から６万円ぐらいを郵便局で納

付した。同年 11 月 26 日に特例納付したと思う。特例納付した時点で、

もう未納期間はないと思っていたので、申立期間の保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54 年頃、Ａ町役場から未納の期間があるとの連絡をも

らったので、同役場から納付書をもらい、国民年金保険料を一括して、５

万円から６万円ぐらいを郵便局で納付したと申述しているところ、申立人

が一括納付したとする時期は第３回特例納付実施期間内であり、申立期間

は強制加入被保険者期間であることから、特例納付により保険料納付が可

能であった。 

また、申立人が納付したとする保険料額５万円から６万円は、申立期間

並びに第３回特例納付による納付が確認できる昭和 37 年２月及び同年３

月分を含めて納付した場合の保険料総額５万 6,000 円とおおむね一致して

いる上、申立人の夫は、当時自営業の経営は順調だったとしており、申立

人も、当時自由に使えるお金が十分あったとしている。 

さらに、Ａ町の広報誌「広報Ｄ」から、第３回特例納付実施期間中、Ａ

町は、同広報に国民年金保険料の特例納付に関する特集記事を複数回掲載

  



                      

し、国民年金の加入者宛てに納付記録を配布していたことが確認できる上、

Ｅ年金事務所は、「当時、市町村の窓口に特例納付及び過年度分の保険料

が納付できる納付書が備えてあった。」と回答しているほか、申立人は申

立期間を除き保険料を全て納付しており、保険料の納付意識は高かったと

考えられることから、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

  



                      

関東（埼玉）国民年金 事案 5424 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年８月から平成元年３月までの国

民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年８月から平成元年３月まで 

            ② 平成 10 年７月 

            ③ 平成 11 年１月から 12 年３月まで 

申立期間①は、夫が昭和 62 年 11 月に亡くなったために、それまで夫

が役場に行って納付していた国民年金保険料を私が役場に行って納付し

続けた記憶があるが未納となっている。 

申立期間②は、平成 10 年３月にＡ県Ｂ市の会社を退職した後に、国

民年金の再加入手続を行い、国民年金保険料を遡ってまとめて納付した

記憶がある。 

申立期間③は、Ｃ県にあるＤ銀行に行き、１回に３万円から４万円く

らいを３回から４回納付した記憶があるが、平成 11 年１月及び同年２

月が未納並びに同年３月から 12 年３月までの期間が免除となっている。 

申立期間①、②及び③の記録を訂正してほしい。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「夫が昭和 62 年 11 月に亡くなった

ために、それまで夫が役場に行って納付していた国民年金保険料を私が

役場に行って納付し続けた記憶がある。」と申述しているところ、オン

ライン記録によると、申立人の夫が亡くなった後の申立期間①前後の期

間の国民年金保険料は現年度納付されていることが確認できることなど、

申立人の申述に不自然な点は見当たらない。 

また、申立期間①は、８か月と短期間である上、当該期間の国民年金

保険料を納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

  



                      

 

２ 申立人は、申立期間②について、「会社を退職した後に、国民年金の

再加入手続を行い、保険料を遡ってまとめて納付した記憶がある。」と

申述しており、申立期間③について、「Ｃ県にあるＤ銀行に行き、１回

に３万円から４万円くらいを３回から４回納付した記憶がある。」と申

述している。 

しかしながら、申立期間②及び③は、平成９年１月に基礎年金番号制

度が導入された以降の期間であり、申立期間②及び③において、記録漏

れや記録誤り等の生じる可能性はかなり低くなっていると考えられる。 

また、申立期間③のうち平成 11 年３月から 12 年３月までの期間につ

いては、申立人のオンライン記録及びＥ町の国民年金被保険者台帳では、

いずれにおいても免除期間となっており、申立人の年金記録に不自然な

点は見当たらない。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない

上、申立人が申立期間②及び③の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 63 年８月から平成元年３月までの国民年金保険料を納付して

いたものと認められる。 

  



                      

関東（埼玉）国民年金 事案 5425 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月から同年８月まで 

昭和 42 年 12 月に会社を退職し、一旦実家に戻り失業保険を受けなが

ら就職先を探していたが、その間、母が私の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料は兄及び兄嫁の分と一緒に納付していた。 

昭和 42 年 12 月から 43 年９月までの国民年金加入期間のうち、42 年

12 月から 43 年３月までは保険料が納付済みとなっているが、同年４月

から同年８月までが未納で直後の同年９月が納付済みと中抜けになって

いる。 

母が一緒に保険料を納付していた兄と兄嫁は申立期間も納付済みとな

っているので、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「母が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は兄

及び兄嫁の分と一緒に納付していた。」と申し立てているところ、申立人

の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期

から、昭和 43 年７月頃に払い出されたと推認され、申立人の国民年金被

保険者台帳によると、申立期間直前の 42 年 12 月から 43 年３月までの保

険料が同年７月 13 日に過年度納付されていることから、この頃、申立人

の国民年金の加入手続が行われたものと考えられ、申立期間の国民年金保

険料は現年度納付が可能である上、申立期間直後の同年９月の保険料は納

付済みであり、申立人の母親が申立期間の保険料について、申立人の兄及

び兄嫁の保険料と一緒に申立人の保険料を納付していたと考えても不自然

ではない。 

  



                      

また、国民年金保険料を納付していたとする申立人の母親は、被保険者

期間の保険料を全て納付しており、申立人の兄及び兄嫁も被保険者期間の

保険料を全て納付していることから、納付意識は高かったと考えられる上、

申立人の母親が５か月と短期間である申立期間の保険料を納付できなかっ

た特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

  



                      

関東（栃木）厚生年金 事案 8449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失

日に係る記録を昭和 39 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

１万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 39 年７月 21 日から同年８月１日まで 

私はＡ社に申立期間の前後を含めて継続して勤務していたが、申立期

間の厚生年金保険被保険者記録が無い。申立期間について厚生年金保険

の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の業務及び勤務地に関する詳細な供述並びに申立人と共に転勤し

たことが認められる同僚の雇用保険の記録から判断すると、申立人は申立

期間にＡ社に継続して勤務し（同社Ｂ工場から同社Ｃ工場に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

 なお、申立人の異動日について確認できる資料等は無いが、オンライン

記録により、当該同僚のＡ社及び同社が商号変更したＤ社における転勤の

全てが１日付けで被保険者資格を取得していることが確認できることから、

申立人のＡ社Ｂ工場に係る資格喪失日を昭和 39 年８月１日とすることが

妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場に係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票における昭和 39 年６月の記録から、

  

  

  



                      

１万 8,000 円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務を履行した

か否かについては、Ｄ社は平成 14 年に解散している上、当時の事業主も

死亡しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 63 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14

万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

 昭和 63 年１月にＡ社に入社し、平成３年に退職するまで継続して勤

務していた。ところが、申立期間の厚生年金保険の記録が１か月抜けて

いる。間違いなく継続して勤務していたので、正しい記録に訂正してほ

しい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述、申立人の雇用保険に係る「被保険者台帳全記録照

会」の記録（昭和 63 年 12 月１日の転勤処理の記載）及び雇用保険の加入

記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 63 年 12 月

１日に同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 63 年 10 月のオンライン記録から、14 万 2,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社は既に解散しており、当時の事業主からは回答が得られないが、事業

主が資格喪失日を昭和 63 年 12 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所（当時）がこれを同年 11 月 30 日と誤って記録することは考え難

いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

  



                      

事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8452 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立期間について、厚生年金保険法第 81 条の２に基づく申

出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されることから、申

立人のＡ事業所における申立期間に係る標準賞与額を 52 万 9,000 円とす

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 23 年８月 31 日 

平成 23 年８月 31 日に支給された賞与について、事業主から厚生年金

基金には賞与支払届の提出を行ったが、年金事務所には提出していなか

ったと説明を受けた。申立期間に支給された賞与を、標準賞与の記録と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立期間に係る夏期賞与支給明細書及び申立人の平成

23 年度分賃金台帳により、申立人は、当該期間において、Ａ事業所から

賞与の支給を受けていたことが確認できる。 

また、オンライン記録により、平成 23 年８月 22 日から 24 年４月 30 日

までの期間について、事業主は厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づ

く育児休業期間中の厚生年金保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認

できる。 

さらに、上記免除に係る申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞

与額に係る保険料については徴収が行われないことから、たとえ、申立期

間当時に当該期間の厚生年金保険被保険者賞与支払届の提出が行われなか

ったとしても、当該期間に係る標準賞与額は、年金額の計算の基礎とすべ

きであるものと考えられる。 

以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給

明細書における賞与額から、52 万 9,000 円とすることが必要である。 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8456 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年３月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬

月額を２万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 46 年５月１日に訂正し、申立期間②の標

準報酬月額を４万 5,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年２月 29 日から同年３月１日まで 

② 昭和 46 年４月 16 日から同年５月１日まで 

私は、昭和 41 年３月にＡ社に入社し、46 年 12 月に同社を退社する

までグループ会社への異動はあったが継続して勤務していた。43 年３

月からはＢ社に異動となり、46 年春にＡ社に異動となった記憶がある

が、この間に退職したことはない。 

申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録、申立人と同期入社の

同僚の供述及び申立事業所の親会社であるＣ社の回答等から判断すると、

申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社

に異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

  



                      

なお、異動日については、雇用保険の被保険者記録及び上述の同期入

社の同僚の供述から判断すると、昭和 43 年３月１日とすることが妥当

である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における

昭和 43 年１月の事業所別被保険者名簿の記録から、２万 2,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、申立期間①当時の資料が無いことから不明とし

ているが、事業主が資格喪失日を昭和 43 年３月１日と届け出たにもか

かわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年２月 29 日と誤って記

録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②について、申立人が加入していたＤ厚生年金基金の「中脱

記録照会（回答）」、Ｂ社からＡ社に申立人と一緒に異動したとする複

数の同僚の供述及び申立人から提出された家計簿の記録から判断すると、

申立人は申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ｂ社からＡ社に

異動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、異動日については、上述の申立人と一緒に異動したとする同僚

の人事記録等から昭和 46 年５月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＢ社における

昭和 46 年３月の事業所別被保険者保険者名簿の記録から、４万 5,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出

を社会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8458 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格

取得日に係る記録を昭和 46 年８月 11 日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を５万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月 11 日から同年９月 11 日まで 

申立期間は、Ａ社に勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の被

保険者記録が確認できないので、厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金基金の被保険者記録、雇用保険の加入記録、同僚から提出を受

けた給料支給明細書、事業主の回答及び事業主から提出された従業員カー

ドから判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 46 年８月 11 日

に同社Ｃ事務所から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場に

おける昭和 46 年９月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、

５万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主から提出を受けた申立人に係るＡ社Ｃ事務所の「厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書」の資格喪失年月日欄に「昭和 46 年８

月 11 日」と記載が確認できるところ、同社Ｂ工場の「厚生年金保険被保

険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」の資格取得の年月日欄に

「昭和 46 年９月 11 日」と記載されていることが確認できることから、事

  



                      

業主が社会保険事務所（当時）の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出

を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8460 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間に係る標準賞与額の記録を

33 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成 15 年 12 月 19 日 

  Ａ社に勤務していた申立期間に係る賞与の記録が無いが、賞与を支給

されていたので、正しい記録に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与振込口座の預金通帳及びＢ市から提出された

税務関係の参考資料により、申立人が申立期間において賞与の支給を受け、

当該期間において、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上述の預金通帳

により推認できる厚生年金保険料控除額から、33 万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料の納付義務を履行したか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が上述の賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、行ったとは認められない。 

 

  



                      

関東（群馬）厚生年金 事案 8462 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 46 年２月６日から 48 年６月 21 日までの期間に

ついて、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

は同年６月 21 日であると認められることから、当該期間に係る資格喪失

日の記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 46 年２月から同

年８月までは３万 3,000 円、同年９月から 47 年８月までは４万 5,000 円、

同年９月から 48 年５月までは５万 2,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年２月６日から 48 年７月１日まで 

Ａ社Ｂ工場に、昭和 48 年６月末日まで勤務していたのに、申立期間

について厚生年金保険の被保険者期間となっていない。事業所を 46 年

頃に退職した同姓同名の同僚の記録と入れ替わっていると思うので、正

しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和 46 年２月６日から 48 年６月 21 日までの期間

については、申立人のＡ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票（以下「被保険者原票」という。）には、資格取得日が 45 年４月

１日、資格喪失日が 46 年２月６日と記録されているが、雇用保険の記

録では、48 年６月 20 日に離職とされており、複数の同僚の供述及び申

立人から提出された失業保険金受給資格者証から、申立人は当該期間に

同社に継続して勤務していたことが認められる。 

  一方、Ａ社Ｂ工場に係る被保険者原票から、申立人の旧姓と同姓同名

（生年は同じ、誕生日違い）のＣ氏が、申立人と同日の昭和 45 年４月

１日に被保険者資格を取得し、48 年６月 21 日に被保険者資格を喪失し

ていることが確認できるが、当該同僚は、46 年４月 16 日にほかの事業

所で厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、両事業所での重複加

  

  



                      

入となっていることが確認できる。 

また、当該同僚のＡ社Ｂ工場での雇用保険の離職日は、昭和 46 年２

月５日と記録されており、申立人の同社での資格喪失日と合致する上、

当該同僚も「Ａ社Ｂ工場を退職し、同年４月頃にほかの事業所に就職し

た。」としており、同僚の供述は、雇用保険の記録と整合性がとれてい

る。 

   これらのことを総合的に判断すると、申立人の被保険者原票及びオン

ライン記録と同姓同名のＣ氏の記録とが入れ替わっていることが認めら

れ、申立人は、昭和 48 年６月 21 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪

失するまで引き続きＡ社Ｂ工場に勤務し、申立人の当該期間に係る厚生

年金保険料は、事業主により給与から控除されていたと認められること

から、申立人の当該期間に係る資格喪失日の記録を、同日に訂正するこ

とが必要である。 

   なお、厚生年金保険料は社会保険事務所（当時）から当該事業所の被

保険者全員分が合算して事業主に請求されることから、事業主は社会保

険事務所に対して、申立期間中に在籍していた申立人に係る厚生年金保

険料を納付していたと認められる。 

   また、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 46 年２月から

同年８月までは３万 3,000 円、同年９月から 47 年８月までは４万

5,000 円、同年９月から 48 年５月までは５万 2,000 円とすることが妥

当である。 

 

 

 

 

２ 申立期間のうち、昭和 48 年６月 21 日から同年７月１日までの期間に

ついては、申立人の雇用保険の離職日が同年６月 20 日と確認できる上、

申立人を記憶している同僚からは、申立人の退職日についての詳細な供

述を得ることができないことから、勤務状況の確認ができない。 

また、Ａ社は既に解散しており、親会社であるＤ社も申立人の勤務期

間及び給与からの厚生年金保険料控除について不明としており、このほ

か、申立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として昭和 48 年６月 21

日から同年７月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8464 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間に係る標準賞与額の記録を

34 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月４日 

 Ａ社において、平成 15 年７月４日に支給を受けた賞与の記録が確認

できないので、記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主からの回答及び事業主がＢ健康保険組合に提出した健康保険被保

険者賞与支払届により、申立人が申立期間において賞与の支給を受けてい

たことが確認できる。 

 また、複数の同僚は、自身の所持する賞与明細書により、申立期間にお

いて、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認

できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立人に係る申立期間の標準賞与額については、前述の健康保険

被保険者賞与支払届により、34 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料の納付義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が前述の賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

 

  

  

  

 



                      

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

 

 

 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8465 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社における当該期

間の標準賞与額に係る記録を、申立期間②は 17 万 4,000 円、申立期間③

は 17 万 1,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立期間②及び③に係る標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 28 日 

② 平成 18 年８月 11 日 

③ 平成 18 年 12 月 28 日 

④ 平成 19 年８月 10 日 

⑤ 平成 19 年 12 月 28 日 

  平成 16 年から 22 年頃までＡ社に勤務し、申立期間①から⑤までにつ

いて賞与が支給され、厚生年金保険料を控除されていたと思うが、当

該賞与に係る標準賞与額の記録が無いので、年金記録を訂正してほし

い。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③について、Ｂ区から提出された申立人に係る平成

18 年分の給与支払報告書に記載された社会保険料控除額は、オンライ

ン記録の標準報酬月額に基づき算出した同年の各月の社会保険料の合計

額を上回っていることが確認できる。 

また、申立人と同日にＡ社で厚生年金保険の被保険者資格を取得した

同僚が所持する賞与明細書により、当該同僚については、申立期間②及

び③において同社から賞与が支給され、当該賞与から厚生年金保険料を

控除されていることが確認できる。 

  



                      

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②及び③において

Ａ社から賞与が支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り控除されていたと認められる。 

また、申立人の申立期間②及び③に係る標準賞与額については、上記

給与支払報告書に記載された社会保険料控除額により推認できる賞与額

から、申立期間②は 17 万 4,000 円、申立期間③は 17 万 1,000 円とする

ことが必要である。 

なお、申立人の申立期間②及び③に係る厚生年金保険料の事業主によ

る納付義務の履行について、事業主は不明としており、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

２ Ａ社の事業主は、申立期間に係る賞与の支給及び賞与からの厚生年金

保険料控除等について不明としている上、同僚からも申立人の申立内容

について供述を得ることができない。 

また、申立期間①について、Ｂ区では、申立期間①当時の住民税の関

係資料（給与支払報告書等）は無いとしており、申立人の当該期間に係

る賞与の社会保険料控除額について確認することができない。 

さらに、申立期間④及び⑤について、Ｂ区から提出された申立人に係

る平成 19 年分の給与支払報告書に記載された社会保険料控除額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額に基づき算出した同年の各月の社会保険料

の合計額とおおむね一致していることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間①、④及び⑤に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の資

料は無く、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①、④及び⑤において、その主張する標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8466 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 42 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年６月 20 日から同年７月１日まで 

 昭和 38 年９月にＡ社に入社し、同社の関連会社であるＢ社（現在は、

Ａ社）に出向したが、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間について、給与から厚生年金保険料を控除されていたと思うの

で、厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

   

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する辞令には、昭和 42 年６月１日付けで申立人のＡ社か

らＢ社への出向命令が記載されており、申立人に係る雇用保険の被保険者

記録及びＡ社から提出された人事記録により、申立人は申立期間において

同社及び同社の関連会社であるＢ社に継続して勤務していたことが確認で

きる。 

 また、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 42 年７月

１日であるが、Ａ社は、Ｂ社が適用事業所となるまでは、Ａ社において厚

生年金保険料を控除していたので、同社で厚生年金保険に継続して加入さ

せるべきであった旨供述していることから、Ｂ社が適用事業所となるまで

は、Ａ社において被保険者資格を有していたと考えるのが相当である。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

 また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における

 

  

  

 



                      

事業所別被保険者名簿の昭和 42 年５月の記録から、２万 6,000 円とする

ことが必要である。 

  なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立人の厚生年金保険被保険者の資格喪失

日を誤って昭和 42 年６月 20 日として届け出たとしていることから、その

結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年６月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

 

 

  



                      

関東（山梨）厚生年金 事案 8468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間に

係る標準賞与額の記録を、35 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 24 日 

  年金記録によると、Ａ社における平成 15 年 12 月の賞与の記録が無い

が、当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたはずである。申立期

間について、記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元代表取締役は、申立人の申立期間に係る賞与を支給し、当該賞

与から厚生年金保険料を控除していたと回答している上、Ｂ信用金庫Ｃ支

店から提出された申立人に係る預金取引明細表の入金記録により、申立人

は、Ａ社から申立期間に係る賞与の支給を受けていたことが認められる。 

 また、複数の同僚は、賞与が支給されていれば、厚生年金保険料は控除

されていたはずであると供述している上、上記の同僚のうち一人から提出

された申立期間に係る支給明細書により、当該同僚については、賞与額に

見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る賞与を支給さ

れ、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

 また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記預金取引明

細表に記載の振込額により推認できる賞与支給額及び保険料控除額から、

35 万円とすることが必要である。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

  

  

  

  



                      

ついては、事業主は納付したとしているが、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8469 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間①及び②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の

標準報酬月額については、平成３年２月から同年９月までを 30 万円に、

同年 10 月から４年７月までを 32 万円に、同年８月から５年８月までを

44 万円に、同年９月から６年６月までを 53 万円（上限額）に、９年 11

月から 10 年９月までを 50 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年２月１日から６年７月 30 日まで 

           ② 平成９年 11 月１日から 10 年 10 月１日まで 

  年金記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた期間及びＢ社に勤務

していた期間のうち平成９年 11 月１日から 10 年 10 月１日までの期間

における標準報酬月額が著しく低下していたが、当時の給与額に変動は

無かったので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人のＡ社におけ

る厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成３年２月から同年９月ま

では 30 万円、同年 10 月から４年７月までは 32 万円、同年８月から５

年８月までは 44 万円、同年９月から６年６月までは 53 万円（上限額）

と記録されていたところ、５年４月７日付けで、３年２月から５年８月

までを９万 8,000 円に、また、同社が厚生年金保険の適用事業所でなく

なった６年７月 30 日以降の同年８月８日付けで、５年９月から６年６

月までを８万円に遡って訂正されていることが確認でき、同様に、多数

の同僚についても標準報酬月額が遡って引き下げられていることが確認

できる。 

また、Ａ社が平成４年９月 19 日まで加入していたＣ厚生年金基金の

記録は、当初のオンライン記録と一致している。 

  



                      

さらに、元事業主は、減額訂正の届出等については不明としながらも、

「倒産（平成６年７月末）前から保険料の滞納があり、社会保険事務所

から処理は任せてくれと言われたとの報告を経理担当者から受けてい

た。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成５年４月７日及び６年８月８日に

行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務

所が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正処

理があったとは認められない。 

このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申

立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出

たとおり、平成３年２月から同年９月までを 30 万円に、同年 10 月から

４年７月までを 32 万円に、同年８月から５年８月までを 44 万円に、同

年９月から６年６月までを 53 万円（上限額）に訂正することが必要で

ある。 

 

２ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人のＢ社におけ

る厚生年金保険の標準報酬月額の記録は、当初、平成９年 11 月から 10

年９月までは 50 万円と記録されていたところ、同年９月 29 日付けで、

９年 11 月から 10 年９月までを 24 万円に遡って訂正されており、同様

に、複数の同僚についても標準報酬月額が遡って引き下げられているこ

とが確認できる。 

また、元事業主は、「減額訂正の届出等については分からないが、経

営はかなり苦しかった。社会保険料の滞納はあった。」と供述している。 

さらに、日本年金機構から提出された滞納処分票により、Ｂ社に社会

保険料の滞納があったことが確認できる。 

加えて、申立人は、法人商業登記簿謄本から役員であったことが確認

できるが、元事業主は、「申立人は、Ｄ担当で社会保険手続等には携わ

っていなかった。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成 10 年９月 29 日に行われた遡及訂

正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該

遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正処理があったとは

認められない。 

このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申

立期間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出

たとおり、平成９年 11 月から 10 年９月までを 50 万円に訂正すること

が必要である。 

  



                      

関東（新潟）厚生年金 事案 8470 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、③及び④について、その主張する標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①及び③は３万

円、申立期間④は２万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月８日 

② 平成 15 年 12 月 19 日 

③ 平成 17 年８月 12 日 

④ 平成 17 年 12 月 16 日 

年金記録を確認したところ、Ａ社において申立期間に支給された賞与

の記録が無かった。調査の上、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①、③及び④について、Ａ社から提出された申立人に係る賃

金台帳及び給与明細書（賞与）から、申立人は、その主張する標準賞与

額（申立期間①及び③は３万円、申立期間④は２万 8,000 円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認でき

る。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

  



                      

 

２ 申立期間②について、Ａ社から提出された申立人に係る平成 15 年の

賃金台帳により同年 12 月 19 日の賞与の支給は確認できるものの、厚生

年金保険料の控除は確認できない。 

  また、申立人から提出された「普通預金（兼お借入明細）」により、

Ａ社から平成 15 年 12 月 19 日に振り込まれた金額は、同年の賃金台帳

の差引支給額及び賞与明細書の差引支給額と一致している。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはで

きない。 

  



                      

関東（新潟）厚生年金 事案 8471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 62 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18 年８月 11 日 

年金記録を確認したところ、Ａ社において申立期間に支給された賞与

の記録が無かった。調査の上、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社から提出された申立人に係る賃金台帳及び給与明細書（賞与）から、

申立人は、申立期間に１万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 

  



                      

関東（新潟）厚生年金 事案 8473 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、

平成 13 年９月から 15 年６月までは 15 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13 年７月 16 日から同年８月 17 日まで 

           ② 平成 13 年８月 17 日から 20 年２月 26 日まで 

  申立期間①について、平成 13 年分給与所得の源泉徴収票により、Ａ

事業所Ｂ氏（以下「Ａ事業所」という。）に就職したのは同年７月 16

日であることが確認できるが、厚生年金保険の資格取得日は同年８月

17 日と記録されている。申立期間②については、給与明細書の総支給

額及び厚生年金保険料の控除額が、国（厚生労働省）の標準報酬月額の

記録と一致しない。両申立期間について、第三者委員会で調査の上、当

該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は当該期間の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を

改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②のうち、平成 13 年９月１日から 15 年７月１

日までの期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給与支

給明細書において確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額から、

  



                      

15 万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間②のうち、平成 13 年８月 17 日から同年９月１日まで

の期間及び 15 年７月１日から 20 年２月 26 日までの期間の標準報酬月

額については、当該給与支給明細書から、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額のいずれか低い方の額が、オンライン記録における標準報

酬月額を超えないことから、特例法による保険給付の対象に当たらない

ため、あっせんは行わない。 

なお、申立人の平成 13 年９月１日から 15 年７月１日までの期間に係

る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不明とし

ているが、申立期間当時に事業所が加入していたＣ厚生年金基金から提

出された加入員台帳に係る標準給与額とオンライン記録の標準報酬月額

は一致していることから、同厚生年金基金及び社会保険事務所（当時）

の双方が誤って記録したとは考え難く、事業主は、給与支給明細書にお

いて確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所に届け

出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間①について、雇用保険の記録及び申立人が提出した平成 13

年給与所得の源泉徴収票により、申立人は同年７月 16 日からＡ事業所

に勤務していたことが確認できる。 

  しかしながら、元事業主は「事業所は既に閉鎖し、当時の関連資料は

処分したため、申立期間について確認することができない。」と供述し

ている上、申立人が提出した当該事業所に係る給与支給明細書からは、

申立期間①の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

そのほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



                      

関東（長野）厚生年金 事案 8476 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 51 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年３月 31 日から同年４月１日まで 

 年金記録を確認したところ、Ａ社からＢ社に勤務した申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者記録が無い。転籍しただけで仕事の内容は

変わらず、同じ場所で勤務していた。厚生年金保険料を控除されていた

ので、調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社の元役員の証言及び元同僚の証言から、申立

人は、申立期間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の事業主は、申立人の厚生年金保険料を控除した旨の供述を

している上、複数の同僚が、Ａ社からＢ社に転籍した社員は転籍前後の勤

務形態等に変わりはなく、申立期間においても厚生年金保険料を控除され

ていた旨の供述をしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

51 年２月の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、８

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は納付していたと回答しているが、事業主が資

  



                      

格喪失日を昭和 51 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年３月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

  



                      

関東（長野）厚生年金 事案 8477 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 51 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年３月 31 日から同年４月１日まで 

 年金記録を確認したところ、Ａ社からＢ社に勤務した申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者記録が無い。転籍しただけで仕事の内容は

変わらず、同じ場所で勤務していた。厚生年金保険料を控除されていた

ので、調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社の元役員の証言及び元同僚の証言から、申立

人は、申立期間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の事業主は、申立人の厚生年金保険料を控除した旨の供述を

している上、複数の同僚が、Ａ社からＢ社に転籍した社員は転籍前後の勤

務形態等に変わりはなく、申立期間においても厚生年金保険料を控除され

ていた旨の供述をしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

51 年２月の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、12

万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は納付していたと回答しているが、事業主が資

  



                      

格喪失日を昭和 51 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年３月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

  



                      

関東（長野）厚生年金 事案 8478 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 51 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年３月 31 日から同年４月１日まで 

 年金記録を確認したところ、Ａ社からＢ社に勤務した申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者記録が無い。転籍しただけで仕事の内容は

変わらず、同じ場所で勤務していた。厚生年金保険料を控除されていた

ので、調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社の元役員の証言及び元同僚の証言から、申立

人は、申立期間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の事業主は、申立人の厚生年金保険料を控除した旨の供述を

している上、複数の同僚が、Ａ社からＢ社に転籍した社員は転籍前後の勤

務形態等に変わりはなく、申立期間においても厚生年金保険料を控除され

ていた旨の供述をしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

51 年２月の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、８

万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は納付していたと回答しているが、事業主が資

  



                      

格喪失日を昭和 51 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年３月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 

  



 

関東（埼玉）国民年金 事案 5418 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年３月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成５年３月から同年６月まで 

  私は、平成５年３月に国民年金第３号被保険者でなくなった時、国民

年金保険料納付書が送付されてきたので、Ａ市役所Ｂ支所又は自宅近

くの金融機関で納付した記憶がある。申立期間の保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成５年３月に国民年金第３号被保険者でなくなった時、

国民年金保険料納付書が送付されてきたので、Ａ市役所Ｂ支所又は自宅近

くの金融機関で納付した記憶がある。」と申述しているが、申立人からは

保険料額や納付の頻度などについて、具体的な申述が得られず、納付状況

が不明である。 

また、オンライン記録によると、申立期間に係る国民年金第１号被保険

者資格取得年月日「平５．３．１」及び同資格喪失年月日「平５．７．

１」は、いずれについても平成８年４月 26 日に入力処理されていること

が確認できることから、申立期間は、当該処理時点までは、昭和 61 年４

月から引き続く第３号被保険者期間として管理されていたと考えられ、申

立人が納付書を送付されたと主張する平成５年３月時点では、申立期間に

係る納付書は発行されなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



 

関東（埼玉）国民年金 事案 5419 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年 12 月から 60 年３月までの期間、平成 14 年４月から

15 年３月までの期間及び 17 年４月から同年６月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年 12 月から 60 年３月まで 

            ② 平成 14 年４月から 15 年３月まで 

            ③ 平成 17 年４月から同年６月まで 

   私は、会社を退職した昭和 54 年 12 月に友人から国民年金の加入手続

をするように勧められ、Ａ町役場で加入手続を行い、その後は、60 歳

になるまで未納なく自宅近くの郵便局で国民年金保険料を納付してい

たはずである。申立期間の保険料が未納となっていることに納得でき

ない。 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、「会社を退職した昭和 54 年 12 月にＡ町

役場で加入手続を行い、その後は、60 歳になるまで未納なく自宅近くの

郵便局で国民年金保険料を納付していたはずである。」と申述しているが、

申立人からは、国民年金の加入手続及び保険料納付に関し、具体的な申述

が得られないため、これらの状況が不明である。 

また、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記

号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 61 年１月頃に払い出さ

れたと推認され、その時点では申立期間①のうち 54 年 12 月から 58 年９

月までは時効により国民年金保険料を納付できない期間であるほか、当委

員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、58 年 10 月か

ら 60 年３月までは、納付できる期間であるが、上記のとおり申立人の保

険料納付状況は不明である。 

  



 

さらに、申立期間②及び③については、平成 14 年４月以降の期間であ

り、保険料収納事務が国に一元化されたことに伴い、事務処理の機械化が

さらに進められ、平成 14 年度以降に記録漏れや記録誤り等の生じる可能

性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



 

関東（新潟）国民年金 事案 5421 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から 56 年３月まで 

 私の国民年金保険料は、20 歳から結婚するまでの期間は未納となっ

ていたが、私が新婚旅行中の昭和 56 年４月頃に、義父が、私の国民年

金の手続等をＡ町役場（現在は、Ｂ市役所）で行い、その際に、同役

場職員から遡って保険料を納付できると説明されたので、未納となっ

ていた期間の国民年金保険料を一括で納付してくれた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年４月頃に、申立人の義父が、Ａ町役場で申立人の

国民年金の手続等を行った際に、20 歳から結婚するまでの未納となって

いた期間の国民年金保険料を一括で納付してくれたと申述しているが、そ

の義父は高齢のため事情を聴取することはできず、申立人自身は、保険料

納付に直接関与していないため、納付状況が不明である。 

また、申立人の義父が、申立人の 20 歳から結婚するまでの期間の国民

年金保険料を一括で納付したとする昭和 56 年４月頃の時点では、申立期

間の大部分は時効により保険料を納付できない期間である上、当委員会に

おいてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金

手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保

険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

  



 

関東（群馬）国民年金 事案 5422 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年２月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年２月から 52 年３月まで 

 私が 20 歳になった昭和 49 年＊月頃に、父がＡ村役場（現在は、Ｂ市

役所Ｃ支所）で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

くれた。 

申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は 20 歳になった昭和 49 年＊月頃に、申立人の父がＡ村役場で申

立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと申述して

いるが、その父は既に亡くなっており、申立人自身は国民年金の加入手続

及び保険料納付に直接関与していないことから、これらの状況が不明であ

る。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 52 年４月頃に払い出されたと推認され、申立

人の所持する年金手帳の「初めて被保険者となった日」は「昭和 52 年４

月１日」、「被保険者の種別」は「任」と記載されている上、Ａ村の国民

年金被保険者名簿においても、資格取得日は「52.4.1」、種別は「任」と

なっていることから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、その父が

申立期間の保険料を納付することは、制度上できなかったと考えられる。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

  



 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

  



 

関東（群馬）国民年金 事案 5423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年１月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年１月から 48 年３月まで 

私は、20 歳の頃はＡ市の実家に居住していた。国民年金には強制加

入なのだから、私が加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと

思う。昭和 44 年７月に結婚してＢ郡Ｃ村（現在は、Ｄ市）に転居して

からは、私が夫婦二人分の保険料を一緒に婦人会の集金やＣ村役場で納

付し、Ｅ村に転居した後はＥ村役場で納付していたと思う。 

申立期間を保険料納付済期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、申立人自身が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付していたはずであると申述しているが、申立人の国

民年金の加入手続及び保険料納付に関する記憶が明確ではなく、これらの

状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 49 年 11 月頃に払い出されたと推認され、申立

人は、この頃加入手続を行ったと考えられる。また、Ｂ郡Ｅ村の国民年金

被保険者名簿及びオンライン記録によると、申立人が国民年金被保険者資

格を取得したのは 48 年４月１日とされていることから、申立期間は国民

年金の未加入期間であり、申立期間の保険料を納付することは、制度上で

きなかったと考えられる。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる

  



 

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 48 年９月から 50 年５月まで 

 Ａ社に昭和 48 年９月に入社し、同年９月から同年 11 月までＢ社の派

遣社員として働いた。同年 12 月から 50 年５月までは、Ｃ社の派遣社員

として働いたが、同年６月に同社の正式な社員として採用されたため、

同年５月にＡ社を退職した。派遣元であるＡ社における厚生年金保険の

加入記録が無いので、調査してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人をＡ社に紹介した同僚の証言及びＣ社より提出された申立人の履

歴書により、期間の特定はできないものの、申立人がＡ社に勤務していた

ことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、「派遣業のほかに、取引先からＤ業などの業務

を請け負い、それを個人事業主に委託することもあったため、申立人が、

申立期間に社員として働いていたかどうかは、当時の資料が無いため不明

である。」との回答をしている。 

また、Ａ社の元事業主は、「当時、雇用形態には二種類あった。一つは、

正社員として厚生年金保険に加入。もう一つは、国民年金に加入する。ど

ちらにするか選択できた。」と回答しており、当時の給与計算担当者も、

「厚生年金保険に加入する人としない人がいた。厚生年金保険加入の有無

は面接の際に決めていたのではないか。」と回答している上、申立期間当

時、同社の厚生年金保険に加入していた複数の同僚も同旨の回答をしてい

ることから、同社に勤務していた者全員が厚生年金保険に加入していたも

のではなかったと推認される。 

さらに、申立期間当時、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申

  



立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

  このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



関東（茨城）厚生年金 事案 8453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年 12 月から 59 年３月まで 

申立期間は、Ａ社（現在は、Ｂ社）でＣ職（Ｄ職）として勤務してい

たのに、厚生労働省の記録によれば、同社における厚生年金保険の被保

険者記録が無い。 

確かに勤務していたので申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、同社で保管している申立人の履歴書に記入されている入退社日

のメモ及び申立人を記憶している社員の証言により、申立人は昭和 57 年

12 月 18 日から 59 年４月 18 日までの期間、Ａ社に勤務していたと回答し

ていることから、申立人は、申立期間において、同社に勤務していたこと

が認められる。 

しかしながら、上記の回答では、申立期間において、仕事内容がＣ職で

ある正社員での採用者は厚生年金保険の被保険者資格取得届で確認できる

が、申立人は見当たらないので厚生年金保険の届出は行っていないとして

いる上、申立人の雇用形態及び厚生年金保険料の控除については人事・賃

金関係の資料が無いため不明としている。 

また、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

申立人の氏名は見当たらず、整理番号は連番となっており欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東（茨城）厚生年金 事案 8454（茨城厚生年金事案 582 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年 11 月 30 日から 34 年４月 13 日まで 

申立期間は、Ａ社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしいと申立てをしたが、平成 21 年 10 月 28 日付け

で年金記録確認茨城地方第三者委員会（当時）から、あっせんは行わな

いとの通知を受けた。しかし、Ａ社には申立期間も継続して勤務してお

り、厚生年金保険の被保険者として認めてもらえないことに、納得がい

かない。 

当該期間について、新たな資料は何も無いが、厚生年金保険の被保険

者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る当初の申立てについては、Ａ社及び同社Ｂ支店に係る事

業所別被保険者名簿により、同社Ｂ支店が厚生年金保険の適用事業所でな

くなった昭和 33 年２月 17 日に被保険者資格を喪失した者全員が、同日に

同社において当該資格を再取得している記録が確認できるが、申立人につ

いては、32 年 11 月 30 日に同社Ｂ支店において被保険者資格を喪失し、

34 年４月 13 日に同社において被保険者資格を取得しており、当該資格の

取得日が、同社から提出された申立人に係る厚生年金保険加入台帳の記録

と一致していることが確認できること、また、同社Ｂ支店に勤務していた

複数の同僚から、申立人の申立期間に係る勤務状況及び厚生年金保険の適

用に関する具体的な証言は得られなかったことなどから、既に年金記録確

認茨城地方第三者委員会の決定に基づき、平成 21 年 10 月 28 日付け年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  



今回、申立人は、新たな資料を提出することなく、申立期間についてＡ

社Ｂ支店に勤務していたとして再申立てをしているが、新たに確認できた

同社Ｂ支店の複数の同僚からは、申立人の申立期間における勤務状況及び

厚生年金保険の適用に関する具体的な証言は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる新たな関連資料及び周辺事情は見当たらず、年金記録確認茨城地

方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8455 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 

派遣社員としてＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準

賞与額の記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、

申立期間の標準賞与額として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「派遣社員としてＡ社に勤務していた期間に支給された申立

期間に係る賞与の記録が無い。」と申し立てているところ、事業主は、

「申立人は派遣社員であり、派遣社員には賞与は支給していない。」とし

ており、申立期間における申立人の賞与の支給が確認できない。 

また、申立人が提出した平成 15 年 11 月 28 日から 16 年２月 26 日まで

の期間の普通預金通帳の控えに申立期間の賞与が入金された記録は見当た

らない。 

さらに、事業主は、「申立期間の厚生年金保険料の控除を確認できる資

料等については、保存期間を過ぎているため無い。」としている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8457（埼玉厚生年金事案 603 及び 6950 の再申立

て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年５月１日から 37 年２月 28 日まで 

           ② 昭和 37 年５月１日から 43 年 10 月１日まで 

  年金事務所の記録では、申立期間に係る脱退手当金を受領したことに

なっているが、脱退手当金を受け取った記憶は無い。過去２回の審議で

は、申立てを認めてもらえなかったが、再度調査の上、脱退手当金の記

録を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金に係る申立てについては、ⅰ）申立人の事業所別被

保険者名簿において脱退手当金を支給した表示が確認できること、脱退手

当金の支給金額に誤りが無いこと、支給決定日が申立人の厚生年金保険被

保険者資格喪失日から２か月後であることなど、脱退手当金の支給に係る

一連の事務手続に不自然さはないこと、ⅱ）申立人から聴取しても受給し

た記憶が無いというほかに、脱退手当金を受給していないことをうかがわ

せる事情は見当たらないことなどを理由として、既に年金記録確認埼玉地

方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 21 年２月 20 日付け及び

24 年６月６日付けの２度にわたり、年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

今回、申立人は、「新たな資料は無いが脱退手当金を受給した記憶が無

いので、再度、調査の上、審議をしてほしい。」と申し立てているが、当

該主張のみでは、年金記録確認埼玉地方第三者委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情とは認められない。 

  



ところで、年金記録確認第三者委員会は「年金記録に係る申立てに対す

るあっせんに当たっての基本方針」（平成 19 年７月 10 日総務大臣決定）

に基づき、公正な判断を示すこととしており、判断の基準は「申立ての内

容が、社会通念に照らし『明らかに不合理ではなく、一応確からしいこ

と』」とされている。 

脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給されたこと

になっているが、申立人は脱退手当金を受け取っていないというものであ

る。脱退手当金が支給される場合は、所定の書面等による手続が必要とさ

れているが、本事案では保存期間が経過してこれらの書面等は現存してい

ない。それゆえ、脱退手当金の支給を直接証明づけられる資料が無い下で、

年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が存しない

か、脱退手当金を受け取っていないことをうかがわせる事情は無いかなど、

いわゆる周辺の事情から考慮して判断をしなければならない事案である。 

本事案では、申立人の事業所別被保険者名簿において脱退手当金を支給

した表示が確認できるとともに、脱退手当金の支給金額に誤りが無いなど、

年金記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾は見当たらな

い。 

したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないも

のと認めることはできない。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年頃から 54 年３月１日まで 

昭和 46 年又は 47 年頃にＡ資格の免許を取得し、申立期間についてＢ

社（現在は、Ｃ社）に勤務していたにもかかわらず、被保険者記録が無

いので、調査の上被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の勤務期間などについて申立事業所に照会したが、保存期間経過

により確認できる資料が無いため不明である旨の回答であった。 

 また、申立人の雇用保険及び厚生年金保険の被保険者記録では、いずれ

も昭和 54 年３月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

 さらに、申立人と同様の職種で勤務していたとする複数の同僚は、我々

は、当初、厚生年金保険には加入せずに、各自国民年金や国民健康保険に

加入していたが、昭和 54 年３月１日から会社として社会保険に加入する

ことになったので、全員が同日に厚生年金保険に加入した旨の供述をして

いる上、上記同僚の一人から提出を受けた 53 年 12 月及び 54 年１月分の

支払明細書により、厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

 加えて、上記同僚も、申立人と同様に昭和 54 年３月１日から雇用保険

と厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  

  

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成 15 年 12 月 

  Ａ社に勤務していた申立期間に係る賞与の記録が無いが、賞与を支給

されていたので、正しい記録に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ銀行Ｃ支店から提出された申立人に係る普通預金元帳により、平成

15 年 12 月については、給与の振込みは確認できるものの、賞与の振込み

は確認できない。 

また、申立人は賞与明細書等の賞与が支給されたことが確認できる資料

を保管しておらず、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっており、事業主も

関係資料を保存しておらず、申立てに係る賞与の支給及び賞与からの厚生

年金保険料の控除について不明と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  



関東（茨城）厚生年金 事案 8463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月１日から 44 年 11 月１日まで 

昭和 43 年６月５日にＡ社に入社し、46 年１月１日に厚生年金保険被

保険者資格を喪失するまでは継続して勤務していたので、申立期間につ

いても厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に継続して勤務していたと申し立てているが、

当該事業所における申立人に係る雇用保険の記録は確認できない上、当該

事業所は既に適用事業所ではなくなっており、事業主も死亡していること

から、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料控除等について確認をする

ことができず、申立期間当時に当該事業所に勤務していた同僚からも具体

的な供述を得ることができない。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）によれば、申立人の被保険者記録は、昭和 43 年６月５日

から同年 10 月１日までを整理番号（健康保険証の番号）「＊」で、44 年

11 月１日から 46 年１月１日までを「＊」で管理されており、当該被保険

者期間はオンライン記録と一致している上、整理番号「＊」で管理されて

いる被保険者原票において、健康保険証が返納された記録が確認できる。 

さらに、Ａ社の被保険者原票において、申立期間に被保険者資格を新規

に取得した者の中に申立人の氏名は無い上、記録訂正等の不自然な処理も

見当たらない。 

このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

  



申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8467（関東厚生年金事案 7738 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月から 43 年 12 月まで 

           ② 平成 13 年４月から 14 年８月まで 

私が以前勤務したＡ社及びＢ社は社会保険に加入していたはずなのに、

私の厚生年金保険の加入記録が無い。 

私は、社会保険への加入を条件に両社で働いていたので、申立期間に

係る厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の元事業主は、事業の終了時に関係書類等は

廃棄したとしており、元事業主及び複数の従業員から申立人の当該期間に

係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について供述を得られなかった。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏

名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠落も無い。 

申立期間②について、申立人に係る雇用保険の記録により、当該期間の

一部期間においてＢ社Ｃ工場に勤務していたことが確認できるものの、同

社の当時の担当者は、申立人は「時給臨時」という勤務形態であり、給与

から厚生年金保険料を控除していなかったと述べており、同社が保管する

平成 14 年２月以降の給与支給記録により、申立人の給与から厚生年金保

険料を控除していないことが確認できる上、当該給与支給記録の支給額は

申立人が所持する預金通帳に記載されている給与振込額と一致する。 

このほか、申立期間①及び②について、事業主により、厚生年金保険料

を給与から控除されていることを確認できる給与明細書等の資料は無く、

両申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できないことなどか

  



ら、既に当委員会の決定に基づく平成 25 年９月４日付け年金記録の訂正

は必要ではないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間①に係る新たな資料として、Ａ社における同

僚４人の名前や愛称が記載された日記を提出しており、当該４人と思われ

る氏名が同社に係る健康保険厚生年金保険の被保険者名簿で確認できるこ

とから、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたこと

がうかがえる。 

しかしながら、元事業主及び同僚からは、申立期間①に係る申立人の給

与からの厚生年金保険料控除について新たな供述は得られなかった。 

また、申立期間②について、申立人は新たな資料及び事情は無いとして

おり、Ｂ社から新たな資料及び供述を得ることはできず、当該期間当時の

同僚６人に照会を行い１人から回答が得られたが、申立人を記憶していな

かった。 

そのほか、これまでに収集した資料等を含めて再度検討したが、委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、

申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



関東（新潟）厚生年金 事案 8472 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年１月１日から 50 年５月 26 日まで 

国（厚生労働省）の記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた

期間の厚生年金保険被保険者記録が無いが、申立期間当時に使用してい

た手帳及び病院の診察券を提出するので、第三者委員会で調査の上、当

該期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本及び昭和 48 年電話帳により、当該事業所は、

申立人が主張している所在地に存在していたことが確認できるほか、申立

人が保管していた手帳、納品書、申立人の改製原戸籍附票から判断すると、

期間の特定はできないものの、申立人は、当該事業所に勤務していたこと

がうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人が主張するＡ社は、申

立期間当時、厚生年金保険の適用事業所に該当していない上、申立人が氏

名を記憶している事業主は既に他界しているほか、現在の事業所の所在地

に照会したものの郵便物は届かず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

また、申立人は、申立期間当時に通院していた病院の診察券を提出して

おり、当該診察券には、健康保険３割負担、本人の住所はＣ市Ｄ地区、保

険証の記号は＊、番号は＊と記載されているところ、Ｃ市及び当該病院は、

保険証の記号が「＊」の場合は、Ｃ市の国民健康保険の加入者であった可

能性が考えられると回答している上、同市は申立期間当時の一部負担金は

３割であると回答している。 

さらに、申立人は 12 月分と書かれた給与明細書（年及び社名は確認で

  



きない。）１枚を提出しており、当該明細書はＡ社のものであると主張し

ているが、申立期間前後の社会保険料率に照らし社会保険料控除額を検証

したところ、当該明細書の厚生年金保険料及び健康保険料は、申立人が申

立期間後に勤務したＦ事業所に係る標準報酬月額に見合う保険料額と一致

していることが確認できる一方で、申立期間の保険料率では合致しないこ

とから判断すると、当該給与明細書はＦ事業所のものであると推認できる。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8474 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年４月１日から 29 年２月 11 日まで 

            ② 昭和 29 年２月 11 日から 37 年１月 31 日まで 

年金事務所の記録では、昭和 37 年３月 30 日に脱退手当金を受給した

ことになっているが、私は、Ａ社を退職した時、会社から脱退手当金の

制度の説明を聞いたことも無く、また、受給したことも無いので、厚生

年金保険の被保険者記録として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者の資格喪失日から約２か月後の昭和 37 年３月 30

日に支給決定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には

脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）か

ら当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されているなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、請求及び受給した記憶が無いというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8475 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年７月から同年 11 月まで 

           ② 昭和 56 年９月から 57 年１月まで 

           ③ 昭和 57 年２月から同年３月まで 

 年金事務所の記録では、Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険被保

険者記録が無い。４か月くらいＢ事務に従事して一旦退職後、数年後に

再入社し、１か月くらいＣ事務に従事していた。当時、会社に年金手帳

を提出して返却された記憶もあるので、調査し、記録を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立事業所における複数の同僚の氏名を記憶しているところ、

申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、当該同僚の

厚生年金保険の被保険者記録が確認できることから、期間の特定はできな

いものの、申立事業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立事業所は、申立人に関する人事記録は保管されてお

らず、申立人の保険料控除については不明と回答している上、同僚28人に

照会を行い15人から供述を得たが、申立人の保険料控除について確認する

ことができない。 

また、申立人は、基本手当を受給している期間に申立事業所に勤務して

いたことは無い旨供述しているところ、雇用保険受給資格者証における雇

用保険の給付記録により、申立期間①のうち昭和55年８月10日から同年11

月７日までの期間及び申立期間②のうち56年10月23日から57年１月20日ま

での期間について、失業の認定を受け、同手当を受給していることが確認

できる。 

さらに、申立人の申立事業所に係る雇用保険の加入記録は確認できない

  



上、申立人の申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票は見当

たらず、申立期間①から③までを含む昭和55年２月１日から61年10月２日

までの期間に申立事業所において厚生年金保険の被保険者資格を新たに取

得した者に係る同被保険者原票の整理番号に欠番は無い。 

なお、申立人は、申立事業所に年金手帳を提出して返却された記憶があ

るとしているが、申立人が提出した年金手帳には、申立事業所に係る記載

は無い。 

このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①から③までに係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 

  




